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＊）執筆中の為、予告なく改編する場合があります。

RF 回路技術

まえがき

総集編（Ⅰ)で RF アナログ回路の基礎となる電気・電子・電磁気理論に関しま

とめた。総集編（Ⅱ）ではこれらの理論を基礎とした RF 応用分野として、携帯

電話などの移動体通信に内蔵されるRFICで必須の４つの基本回路技術について

詳しく解説します。

内容

１．低雑音増幅器(LNA)の原理と回路技術

２．変・復調器(Mixer)の原理と回路技術

３．VCO の原理と回路技術

４．ＰＬＬ、水晶発振器の原理と回路技術

http://www.rfanalog.com


１. 低雑音増幅器の原理と回路技術

遠方より空間を伝搬してきた微弱な電波をアンテナで受信し、信号を正確に

復元するためには、初段に低雑音の増幅器（LNA:Low Noise Amplifier)が必要

になります。この低雑音増幅器特性を決める設計のポイントとして、次の 6つ

の特性が需要です。

① 入力電力ー出力電力特性の性能（振幅、位相）

② 増幅器の出力スペクトル特性（サイン波、コサイン波の周波数分布特性）

③ 三次の項 （２×ｆ１－ｆ２）≒ｆ１：信号に近いスペクトル雑音を発生

④ ＩＭ３（又はＩＰ３）：三次のインターモジュレーション解析

⑤ 入出力間のインピーダンスマッチング設計（最大のゲイン、最小のノイズ）

⑥ 安定増幅領域の確認

以上の LNA 特性は、各国ごとの移動体通信システムの方式や、端末機種など

に共通の普遍的な回路技術に基づく。これまで普及した第４世代までの携帯電

話やスマートフォン、及びワイヤレス LAN など、800 MHz から５GHz 程度までで

使われている LNA でも重要な設計ポイントである。

今後急速に普及する 60GHｚを超えるミリ波（～６０GHz 帯）ワイヤレス

応用でも重要な要素である。加えて、ミリ波の減衰性や狭い共振範囲の最適条

件を実現するために、⑤のインピーダンスマッチングをより正確に行うことが

求められる。 そのため、従来の RF アナログ電子回路設計計算より、スミスチ

ャートとSパラメータで厳密な理論式に基づいた高周波回路設計技術が必要で、

高度なコンピュータ・ソフトウェアを利用し、回路や３D構造も含めた複雑な設

計となる。



① 入力電力ー出力電力特性の性能（振幅、位相）

 低雑音増幅器例

図１－a 低雑音増幅器（LNA: Low Noise Amplifier)のブロック図

図１－a に低雑音増幅器のブロック図を示す。ここで、増幅器に加わる入力

信号を X、出力信号を Yで表す。

アンテナで受信した音声や映像やデジタル信号を含む高周波は、途中で減衰

しているので、信号を増幅し、出力するように回路設計を行う。

低雑音増幅器として、出来る限り元の信号に比べ、雑音を小さく、忠実に信

号を含む高周波を再現・増幅することが求められる。従って、入力ー出力特性

は理想的な線形増幅器として動作する範囲の入力電力で、出力信号の位相は高

調波や歪の無い出力が理想とされる。

しかし、全ての増幅器は非線形性を増幅に利用しているので、必然的に出力

として、直流項、一次項、二次項、三次項、・・・・・

と無限のフーリェ級数で表される周波数成分が発生し、又これらの高調波の和

や差の信号も元の一次信号の増幅分に混在してくる。直流成分と二次項は周波

数が元信号と離れているので、フィルタなどで簡単に取り除くことができる。

この場合、 入力 X と 出力 Yの関係は、増幅器のゲインを G (注*)とし

て、次の式（1-1) で表される。

Y = G X ・・・・・・・・・・・・・・・式(1-1)

注  

   等 範囲 大      量 表            値

 表 場合      値 表 場合  通  表 方    

    電圧    表 場合         表 場合  異   

出力入力

YX



 電圧    入力電圧    出力電圧       

    表示                       相当

                            乗               

        入力電力    出力電力       

    表示                       乗 相当

                         

高周波         慣例        値 良 使    

実際の携帯電話等の端末には、複数のユーザー・チャネル信号が同時にアンテ

ナから受信されるので、これらが掛け合わされ、非線形に増幅された出力が発

生する。二次までの項を(式１－2)に表す。

携帯電話基地局から複数のユーザーに対し、周波数の少しずつ異なった別々

のチャネル信号が各人の携帯電話に受信される（FDMA 方式）を考える。一方で、

同時に入力 X として、周波数のごく近い 2つのチャネル信号が加わったと仮定

すると、混信を招く恐れがあるので、LNA の性能評価指数として、できるだけ忠

実に必要なチャネル信号を再現するため、入力と出力の線形性や必要とする元

の信号のみを忠実に増幅することを考慮して設計しなければならない。

LNA への２信号同時入力例として、２GHz 帯の携帯電話帯域の２つの受信チャ

ネルを、f1=2.130GHZ, および f2=2.125GHZ とする。LNA のもつ二乗の非線形

性により、元のチャネル信号の２倍の高調波、及びその他２信号の色々な組み

合わせ周波数の出力が発生する。

f1 の 2 倍の高調波は； 2×f1=4.26GHZ, f2 の 2 倍の高調波は； 2×f2=4.25GHZ

となる。また、f1+ f2=4.255GHZ、 f1 - f2=5MHZ となり、

いずれも元の信号周波数とかけ離れているため、フィルタなどで容易に取り除

くこと可能であり、その影響は小さい。



フーリェ級数の公式を用いた計算式で、
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位相(度)

位相

 注  高周波   電力範囲 広    通常         基準        

例                                                    

 電力値      表  

入力 出力 電圧実効値 

又 電力実効値 表    

    値 表   注  

一般的 増幅器 出力特性 

図    示            

非線形   入力 増  飽和   

     出力      線形

領域 超    通常 

増幅器設計範囲 

入力 対  位相差    度 

    度 範囲 増大   

出力(任意スケール）

インバータタイプ増幅器の入力ー出力特性

（振幅と位相）

入力

出力

０
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図 1-b 増幅器出力の振幅と位相特性



X Y

入力 出力

f1=2.13GHZ, f2=2.125GHZ とすると、

2f1=4.26GHZ, 2f2=4.25GHZ, f1+ f2=4.255GHZ

3f1=6.390GHZ, 3f2=6.375GHZ

f1 - f2=5MHZ,

2f1 - f2=2.135GHZ, 2f2 - f1=2.120GHZ,

2f2 + f1=6.380GHZ , 2f1 + f2=6.385GHZ

f1f2

2f2 - f1 2f1 - f2f1 - f2
2f2 2f1

② 増幅器の出力ー周波数スペクトル特性

3f23f1
出力

f1 + f2

    元 信号 近   除去 困難    

元 信号 歪 生  

増幅器

出力信号スペクトル分布

図１－c ２つの入力信号により発生する出力周波数スペクトル分布（二次、および三次までの項）

図 1-c に、f1, f2 の周波数の異なる２信号を LNAに入力した場合、その出力の周波数スペクトル特性

の分布を示す。



③ 低雑音増幅器…三次の項

例）W-CDMA 帯域の２つの受信チャネル、

f1=2.130GHZ, f2=2.125GHZ で、

2f1=4.26GHZ, 3f1=6.39GHZ

2f2=4.25GHZ, 3f2=6.375GHZ

2f1 - f2=2.135GHZ, 2f1 + f2=6.385GHZ

2f2 - f1=2.120GHZ, 2f2 + f1=6.380GHZ

となり、式①－２に示すような三次の項（注*)の内（2f1 - f2）、（2f2 - f1）

の項が元の信号周波数の近傍に発生し、除去困難のため、その影響は大きい。

(注*) 3 乗の高調波で発生するので三次の項と呼ばれている。実際には

（式 1-3）で示すように、元信号のどちらかの 2 倍の高調波と、他の元信号

との差の周波数で表す二次の高調波から成り立っている。

従って、２つの元信号の周波数が近くにある場合、発生する三次の項の周

波数はその元信号の左右の極近傍に現れることがわかる。
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④ ＩＭ３（又はＩＰ３）：三次のインターモジュレーション解析

近傍の周波数を利用する２つ以上のチャネル信号間の干渉は、初段の LNA の

性能が大きく影響する。図１－d に増幅器の入力ー出力特性の１例を示す。

ここでちょっと雑談：低雑音増幅器の入・出力と IP3 特性を解説

 注  入 出力 通常電圧   電力      定義            電力定義 説明     

      屋 通信機    屋 定義 言葉 数値 異  場合    

I P 3

増幅器の入力が小さい範囲では、

出力はほぼ入力に比例して

増幅される。

しかし、入力が増大すると、

トランジスタの非線形性が顕著と

なり、信号が歪み、正しく再現・増幅され

なくなる。トランジスタ増幅器の出力

が本来の線形領域から１ｄB圧縮

される入力 (注*) を基準にして、

＜P1dB＞と定め、そこから線形領域

が続くと仮定して、 10.4dB(あるいは

10.7dB)伸長した出力を I P 3、その時

の入力を ＜I I P 3＞と定義する。

I I P 3

P1dB

１0.4ｄB

伸長

1dB

圧縮

出力

入力

(

図１－ｄ 増幅器の入・出力特性と P1dB/IP3/IIP3の関係



低雑音増幅器         微妙 違 

入力

出力

P1dB

I I P 3

I P 3

三次歪項

IM3

 注          技術領域 異      設計側     設計側   

混同          違  図  示   

Interpolation, Input Interpolation ,Inter-modulation

IP3 IIP3 IM3

それぞれ、三次歪の出力内挿点、入力内挿点、干渉による三次変調歪

ダイナミックな

動作範囲

三次歪項

出力

増幅器 入力 小  範囲   

一次項 出力 入力 比例  

増幅    三次 項    周波数

 僅  異  信号振幅   又   
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 式                又          項 

振幅値 参照  従   入力信号 小  

範囲    又   元信号     

増幅出力     入力信号 増大   

連   乗 影響        三次 項

 増大   

三次 項 一次 項 交  点

      歪 少  線形増幅器   

 理論限界    通常   範囲内

 低雑音増幅器   利用    

 一次 三次項 間       

動作範囲 出力   三次 歪信号 

一次信号間 起  干渉   歪変調

 一般      言   注  

図１－e IM3 人 IP3 の言葉の違いの説明図
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増幅器 設計要素 有能利得円計算 
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*Ref. Electronics,

39(18),1966
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高周波回路雑音指数
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      円 中心 

     

 表    電源側反射係数          

反射係数回路 電源側 見 

次    表    

              電源側  
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即ち、トランジスタの入力インピーダンスに対する入力マッチング回路のコンジュゲート

（共役複素数）点を求める。

例えば、トランジスタ入力端が C性であれば、電源側へのインピーダンスマッチング回路
は、それを打ち消す L性にし、同じ純抵抗（50オーム）にインピーダンス変換すれば、最大
の電力が電源側からトランジスタに伝わる。出力側も同様に、負荷(50オーム）までのイン
ピーダンス変換を行い、最大の電力をトランジスタ出力側から、負荷まで伝達させる。
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S12が十分小さく、入出力側マッチング条件を仮定する
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 安定領域 確認

式 1-6bで、トランジスタの Sパラメータで表される K値が１より大きいか、小さいか

で、増幅器の安定性が決まる。

●K値 が１より小さい場合

増幅器の有能利得の式 1-6bで、ルートの中が負となり、有能利得が複素数となるため、

増幅器 非安定    場合     発振   

●K値 が１より大きい場合

増幅器の有能利得の式 1-6bで、ルートの中が正となり、有能利得が実数となるため、

増幅器 安定    増幅   

高周波     波   波等       増幅器 設計  場合         測定  基準      

  

   通常                 入力側 出力側      高周波信号側 及 負荷側    

       又 反射係数            又           

入力側 出力側      回路 調節  最大 変換          利得 得         

           場合 最大 利得 得 事 出来  式     

更  増幅器   安定 動作         範囲 安定指数  値 表   式      

 
 

)61(

2
1

1

)1)(1(
)1)(1(

2112

2
22

2
11

2
22112112

2

12

21

2
21122211

222
21

b

SS
SSSSSS

K

KK
S
S

SSSS
S

P
PG

LMSMLMSM

LMSM

AVS

AVT
A























式 

     

  

 電力信号源  取 出 得

 得 電力        出力

増幅器 有能利得

増

)61(

)1)(1(
)1)(1(

2
21122211

222
21

1

2

a

SSSS
S

P
PG

LSLS

LS

T

















式 

 電力信号源  取 出 得

負荷 供給   電力

  利得増幅器       

増幅器の設計要素



付記         波帯   高周波    応用 電波 特性

   等       利用周波数帯         仕様   

満    移動体通信 規格 端末 種類      関係

   世界中 共通 利用可能    

    今後   波帯移動体通信 普及 踏           移動体通

信    構築側  携帯端末開発者  技術協力 欠    国際的 観点 

含       共通知識 必要    以下  歴史的 経緯 交  移動体  

   携帯端末 進化 概要           専門的 立場  認識 違

      差 障    経験 理解 範囲        

Table(1)に移動体通信で利用する UHF からミリ波帯までの RF 応用に関係する

周波数と波長の関係、およびその特徴等についてまとめた。

        

   帯      波帯   波帯 周波数 波長 特徴 用途

周波数     波長     特徴

 用途

   

 凖    波 

        

        

     

         

         

       

         

 電波回 込 

 死角 少  

 水分 吸収 

  

 携帯電話

          

      波     

 電子   



    波               
 遠方    

状 伝  

 船 航空機用 

    衛星通信

         

  波                  
 直進性 高 

 減衰 大  

 水滴 酸素 

吸収   

   波    

 車載用近距離

    用途

有限な資源である電波帯域は、昔から国関連や放送・通信・電話等の公共企

業に独占的に割り当てられ、ラジオや TV、電話通信網等の公共用に利用された。

その他、一般の用途では、限られた周波数範囲や、１０ mW 以内のごく小電力用

でしか、免許無しに利用することはできない。したがって、高周波の通信技術

の開発は、主に割り当てられた独占企業を中心とした限られた技術集団に委ね

られていた。

一方、それらの独占公共企業のファミリーとして、民間の国内電機・通信機

メーカーは技術提供を受け、ラジオ・テレビ等の受信機や、電話機・通信機等

の開発・製造を委託された。

長年の欧米での幾多の研究開発を経て、1970 年代に入り、民需用途として、

一般の固定電話に代わる携帯電話需要の魁となった、各基地局を中心とする１

０～２０Km の範囲の亀の子エリア（セル）をまたいで移動する車内でも使える、

自動車用無線電話（第一世代の 850～960Mhz 帯アナログ変調方式のセルラーフ

ォン）と称する移動体通信分野が実用化の段階に突入し、AMP 社の技術やモトロ

ーラ社等の個別の半導体素子、及び高周波回路プリント基板技術を利用した回

路技術競争がアメリカの電話会社(AT&T)や通信機メーカー（モトローラ社）を

中心に起こり、その当時、電電公社ファミリーから離れた、日本の１通信機メ

ーカーの協力もあり、やっと車のトランクに収まるぐらいの自動車用無線電話

機（セルラーフォン）が実用化されるに至った。

更に、車の長距離移動に応じて、現在位置を常に把握し、近傍基地局を中心



としたセルを順次切り替えるセルラー通信システムの技術開発とあいまって、

車で移動中に一般の固定電話ともつながる移動式の電話（セルラーフォン）の

オペレーションの開始に至った。その後、車載専用から、車外へ持ち運びので

きるセルラーフォンへと進化する第一歩となった。

それ以前には、無線での会話は、持ち運び可能な予め送信周波数を決めた２

台以上のトランシーバーを使うしか無く、～400MHz 程度までの従来のアマチュ

ア無線機やラジオ程度の組み立て技術があれば容易に周波数を合わせ、誰でも

’盗み聞き’が可能で、お互いの端末から直接電波の届く範囲で、しかも、１

－Way の一方的な送信出力範囲の限られた音声送信のため、電話の様に、インタ

ラクティブな音量の安定した長距離の双方向の会話は不可能であった。しかし、

セルラーフォンの出現で、無線で、電話番号や通信プロトコルなどのやり取り

が可能になり、基地局と電話交換局とをつなげて、これまでの PBX や公衆電話

回線網を介して、世界中に無線で電話をすることが可能になった。

更に、その後の技術改良により、様々な暗号化や手のひらサイズの電話端末

の出現により、固定電話と同じ様な感覚で、車内や屋内・街中はもとより、航

空機や新幹線等で高速移動中でも、安心して会話をすることが可能となる魁と

なった。

日本でも程なく NTT（当時は旧電電公社の通信研究所）によりセルラーフォン

のオペレーションが開始され、車載専用に設置された状態の無線電話から、取

り外し可能なタイプの改良を加え、肩に担ぐサイズの携帯用の、車外に持ち運

び可能な無線電話として、サービスがいち早く開始されるに至った。この為、

日本では、一般的に、’セルラーフォン’ではなく、独自に”携帯電話”と呼ば

れるきっかけとなった。その後の漸次の機器サイズ改良を交えて、ここまでが、

第一世代のアナログセルラーの時代である。

1980 年代中頃から 1980 年代末にかけ、イノベーションが起こり、個別の高周

波半導体素子と基板回路を LNA/Mixer/PLL など数点の IC チップに纏めた RFIC

半導体技術を搭載した、ほとんど現在の手のひらサイズの携帯電話のモトロー

ラ社マイクロタックが開発・市場化された。第一世代のアナログから第２世代

のデジタル変調方式への飛躍的な変革につながる画期的な端末デバイス技術の

出現であった。しかし、日本では、まだ旧電電公社の煉瓦ブロックサイズ(個人

的なサイズ感で表現）の大きなアナログ携帯電話の時代で、日本国内の電話事

業は 1985 年の民営化後も NTT 1 社独占の状況であり、海外仕様のセルラーフ

ォン端末を使ったサービス認可はすぐに許可されなかった。やっと、2～3年後

に、関西セルラー（現在の Au-KDDI の前身）としてやっと地域限定で利用サー

ビスが認められた。

その間、およびその後、1990 年代前半に、NTT から分離した NTT ドコモと、



国内電機・通信メーカーにより、海外半導体メーカーやアメリカの電話会社の

RFIC や、それらを国内仕様にカスタマイズした海外製の RFIC やベースバン処理

用 DSP（Digital Signal Processor)を組み込んだ、アナログ、及び PHS/デジタ

ルの新規携帯電話開発ラッシュとなり、通信回路技術や GaAs パワーアンプの技

術力のあった国内通信機メーカーはもとより、さらにそれらの輸入ICを使って、

固定電話やファクシミリなどの電子機器や基板組立を得意とする国内メーカー、

更にはチップ部品やセラミック基盤等のメーカーによる、電話機・通信機市場

への参入により、競争が激化し、ほとんどタダ同然の安価な携帯電話端末が次々

と市場に投入され、海外の GSM 携帯端末等と異なった、ガラパゴス携帯と後に

揶揄されるほどに多様化するに至った。

また、携帯端末の利用方法も音声電話はもとより、中高生を中心とした絵文

字・写メール等の利用に適した iモード文化を生み出し、ワンセグ TV やカメラ、

お財布クレジット機能、Suica など、ここにガラパゴス携帯と揶揄されるほどの

独創的な日本独自の進化を遂げた。 これが、第二世代のデジタルセルラーの

時代である。

さらに、通信オペレータとして、NTT ドコモ以外に、前述の Au-KDDI やソフト

バンクなどの参入があったが、日本の携帯電話料金は諸外国に比べ、競争の割

にはそれほど安くなっていないし、SIM カードなども SIM フリーカードなどのサ

ービスを行う MVNO(Mobile Virtual Network Operator)以外の正規のオペレー

ターは未だに閉鎖的なので、個人的には市場開放の意味は過去も現在もあまり

感じられない。

ともあれ、自動車無線電話（セルラーフォン）で始まった第一世代のアナロ

グ携帯電話、第二世代の PHS/JDC(Japan Digital Cellular)、第三世代の

Cdma-One/W-CDMA、 複数のアンテナを利用する MIMO や、多値(64~256)QAM 技

術を駆使した 3.9 世代 LTE、これらを実現する RFIC は、LNA/Mixer/PLL 等を１

チップに組み込んだ RF ー Transceiver へと進化し、さらに従来の DSP ベースバ

ン用 LSI を置き換える ARM プロセッサー内蔵のスマートフォンの普及と、それ

らの技術統合に合わせて進化してきた第四世代の携帯・スマートフォン端末の

普及により、初期の音声のみ（～3Kbps 程度）の自動車用無線電話から始まり、

現在の 200Mbps を超えるような実力の通信がインターネットや専用回線を介し

て可能な、WLAN や LTE による高速データ転送用の移動体通信用電話端末として、

想像もつかなかったほどの完成を見た。

以上、国内のセルラーフォン（携帯電話）の変遷について、Table.2 に纏めた。

国際的には、北欧を中心としたノキアやエリクソン等の通信機メーカー、及



び北米の AT&T やモトローラ等の技術開発力によるところが大きい。これらが採

用する GSM(Global System for Mobile Communication)は、欧米初め、日本と

韓国を除く（W-CDMA や４G-LTE 対応機種は国際ローミングは可能）、アジア・ア

フリカ・中南米の世界１６０カ国以上でそのまま国際規格として普及している。

その後、従前の通信機会社と異なったアップルやグーグルと言った、新興企

業の参入により、携帯電話機能と無線 LAN 機能を備えた、i-Phone や Android

OS 利用のスマートフォンなども世界中で普及した。 インターネットにつなが

る Wi-Fi 等の無線 LAN は、ほぼ国際的に共通に利用可能であるが、携帯電話本

体の機能は国ごとの通信規格やオペレータ契約の SIM 仕様に従う。

移動体通信の分野では、上述の携帯電話市場以外に、GPS や従来からあるイー

サーネットを介した有線の LAN に対する無線 LAN の分野も、携帯端末や、その

後の i-Phone 等の携帯機器の進化で、インターネットを介した高速データ通信

の利用や位置認識用途が急速に高まった。

インターネットは、1970 年代の米国の DARPA プロジェクトからスタートし、

た。 インターネットがまだ出現しない当時は、著者なども、仕事で、遠く離

れた米国本社や工場の IC データベースにアクセスしたり、技術者に電子メール

を送ったりするためには、VAX 間を利用した DEC ネットや、IBM の汎用 CP を使

った国際的な大企業専用のネットワークの利用が必要であった。たまたま、μ

VAX を使ってベル研究所で、先ごろ亡くなったデニス・リッチー等により開発さ

れた UNIX 言語の一般開放があり、TCP-IP で無線、及び有線のイーサネットの

LAN や光ケーブルを介して、IP アドレスのある WWW のウェブ用ファイルをサー

バー上の HP で用意すれば、だれでも簡単にブラウザーにアクセス出来る。これ

は、便利な HTML が出現した結果でもある。PC、および携帯端末や i-Phone を使

い、子供から高齢者まで誰でもインターネットや電子メール、および SNS をど

こでも簡単に利用できるようになったのは、隔世の感がする。

まとめとして、一般に利用可能な周波数帯についての現状と今後のミリ波帯

までの利用について述べる。ISM(Industry Science Medical)バンドは国際通信

規格として広く民間に開放されているので、無線 LAN を含め、この周波数を利

用した様々な民需製品用途として利用されている。

携帯電話や RFID などの移動体通信応用では、UHF 帯や凖マイクロ波帯が主に

利用され、マイクロ波帯(2.45GHz 中心～IMS バンド）が WLAN(802.11b,a,n,

Wi-Fi)、μ波 RFID、及び電子レンジ用マグネトロンで利用されている。さらに、

５GHｚ帯も無線 LAN(802.11g,n)に利用されている。

日本の岡部金治郎氏が発見した、マイクロ波帯分割陽極型のマグネトロンの

X-バンドでの発振現象は、高出力のマイクロ波発振器として、最初に米軍の軍

事用レーダー（後に航空機等の民需にも転換）として利用された。



戦後、家電への平和利用として、マグネトロンは電子レンジ（アメリカでは、

マイクロウェーブ・オーブンと言う）の発振管として世界中で採用され、高周

波（RF)帯の ISM バンドとして、家庭用民製電子機器利用の魁となった。現在も

無線 LAN と同じ、２，４GHｚ帯を共有している。弊害として、家庭内や事務所

などでは、無線システムへの雑音等の影響に注意が必要である。

戦前・戦後の日本の高周波・高速デバイス開発技術のレベルが高く、マグネ

トロンに限らず、TV受信には欠かせない指向性の高い八木・宇田アンテナや、

後藤英一氏によるパラメトロンなど、世界的に使われるような大発明を排出し

ている。

一方、ISM 以外でも、用途の広い使い易い Xバンド(10GHz 帯）は広く普及し、

Si/GaAs インパットダイオード、GaAs ガンダイオード、GaAs ミキサダイオード

等の半導体素子を搭載した、人工衛星等の衛星通信トランスポンダーとして広

く使われている。 又、24GHz 帯の IMS バンドではセンサ等の応用に限り、日本

では認められている。

更に、60GHz 帯（61 ～61.5GHz) の ISM バンドは、現在、車載用レーダーと

して、FEMT を搭載し、開発、応用されている。

Table 2. 国内のセルラーフォンの変遷

移動体電話の変遷

（日本国内向け）

仕様

第一世代(1974～1990年) ① 自動車無線電話

（初代セルラーフォン）

車のトランクサイズ

② 携帯電話（車外に取

り出し肩に担ぐタイプ）

後、レンガ・ブロックサ

イズ

 850～950MHz 帯、アナ

ログ変調方式

振幅変調(AM)

周波数変調(FM)

基地局ごとに数Km～15Km

範囲をカバー）

 AMP/Mixer/VCO は、

個別のトランジスタやダ

イオード、L/R/C 等を組

み合わせ、MSL 基板上で

最適調整

第二世代(1980 年代後半

～1990 年代後半）

従前のアナログセルラー

に加え、モトローラ社の

マイクロタック（手のひ

 1.5GHz 帯 JDC デジタ

ル変調方式（～15Km

範囲の基地局）



らサイズ携帯）の出現に

よる国内向け開発時代

① 携帯電話 JDC(Japan

Digital Cellular)

② ハンディホン

PHS(Personal Handy

Phone)

 1.7GHz 帯 PHS,270

Kbps デジタル変調方

式（500ｍ範囲の小型

基地局）

 海外の RFIC 使用

(LNA/Mixer/PLL)

 1/4πQPSK 変調方式

 国内通信機メーカー

以外に、セラミック基盤

メーカー、電気機器メー

カー、チップ部品メーカ

ーなどが新規参入

し、０円端末競争

 電話とメール、

絵文字や i-モード機能

第三世代(1990 年代後半

～2000 年代中頃）

① Cdma-one/Cdma2000

②IMT2000/

NTT- Docomo 独自の

W-CDMA(FOMA)

 Qualcomm 社開発の

CDMA(Code Division

Multiple Access)

を使った、暗号化・デー

タ復元性の高い方式

 １チップ

RF-Transceiver

 高速データ通信の幕

開け、FOMA による

2.1GHz 帯

4Mbps 映像配信

第四世代(2000 年代中頃

～ 2017 年現在

① 3.9～4G LTE

(Long Term Evolution)

② i-Phone の出現とス

マートフォンの世界的な

普及

③ Android, Windows ス

マートフォン

④ VMNO(Virtual

Mobile Network

Operetor）の出現

 MIMO、多値 QAM によ

る高速データ転送

 RF-Transceiver/ARM

２チップ化

 WLAN(WiFi)

2.4GHz 帯

IEEE 802.11b,g,n

５GHｚ帯

IEEE 802.11a, n

～600Mbps



 SIM フリー端末の普

及

付記２）２０２０年、５G以降のミリ波（RF）移動体通信

応用予測（ISM バンド利用）

Table.3 に、民間の利用で加速する ISM バンドを中心に、今後のミリ波 RF

の応用予測をまとめる。

Table. 3 （凖）ミリ波帯（ISM バンド）応用

周波数     波長     特徴

 用途

２４GHz 帯

（凖）ミリ波

(中心 24.125 GHz)

24 < ～ <24.25 12.5 > ～>12.37  高誘電率のス

トリップライ

ン基板を使っ

た、高周波パ

ッシブ回路設

計が容易

 誘電体共振型

発振器

(DRO: Dielectric

Resonator

Oscillator)等で

安定な基準周波数

が得られる。

 家屋内やウェ

アラブル機器



等、ミリ波減

衰距離の影響

の少ない近距

離範囲

■ 日本国内：

（家屋内防犯等

の）ドップラー・

センサーのみ（注

＊）

■ 海外

①医療用人体内蔵

センサー

②ホームセキュリ

ティ、ホーム家電・

電力ネットワーク

②次世代の 24GHz

帯 10 Gbps 高速無

線LAN、Bluetooth、

Zig-Bee 等

③24GHz 帯

５G携帯、ウェア

ラブル i-Phone 端

末

④ドローン、ロボ

ット、自動運転、

AI,VR,AR等の未来

技術との無線通信

コラボレーション

６０GHz 帯ミリ波

（中心 61.25 GHz

61 <～< 61.5 GHz 4.918> ～>4.878  FEMT、GaN 等の

バンドギャップの

高い半導体を用い

ることができ、熱

や電磁波等の放射

線による雑音の影

響が少ない。

 Si 素子の高速



化による、

60GHｚ帯 RFIC

が可能

■ ①車載、宇宙応

用レーダー

②Si 半導体-RFIC

を用いた

IEEE 802.11ad

超高速無線 LAN

注＊）現在、日本国内では、ISM バンドであるが、24GHz 帯の民間利用は、（家

屋内の防犯等）センサー応用のみに限定的に許可されている。(総務省)詳細理

由は不明。
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